
学校運営協議会設置に向けて

山梨県教育庁義務教育課

Yamanashi   Prefectural  Board  of  Education   Compulsory   Education   Division

【令和４年度改訂版】
～令和6年度末までが設
置に向けた重点取組期間
になっています～

文部科学省 学校と地域でつくる学びの未来ＨＰより



文部科学省HPより
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コミュニティ・スクールとは、「学校運営協議会」を設置している学校のこと。
「学校運営協議会制度」は、次の法律に基づく制度で、主に３つの機能をもちます。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律 第47条の5」Ｈ１６制定、Ｈ２９改正

教育委員会が、学校や地域の実情に応じて学校運営協議会を設置。

①校長が作成する学校運営の基本方針を承認する。

②学校運営について、教育委員会又は校長に意見を述べることができる。

③教職員の任用に関して、教育委員会規則に定める事項について、教育委員会に

意見を述べることができる。
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（必須）

（任意）

（任意）

コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）について

文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」より
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改正事項

①学校運営協議会の設置を努力義務化

②学校運営への必要な支援に関する協議の役割と、必要な委員を追加

学校運営への必要な支援に関する協議も行うよう、役割を見直す協議の結

果に関する情報提供の努力義務化

地域学校協働活動推進員その他の対象学校の運営に資する活動を行う者

③委員の任命に関する校長の意見申出を規定

校長がリーダーシップを発揮できる仕組みを規定

④任用に関する意見の柔軟化

教職員の任用に関する意見の対象とするか、教育委員会規則で規定

（例：市町村教育委員会がその任用に関する事務を行う職員は除く）

⑤複数校で一つの協議会を設置することを可能に

小中一貫教育など、相互に密接な連携を図る必要がある場合には、二以上の

学校について一の協議会を置くことができる

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（地教行法）４７条の５
H29.4.1～
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平成29年3月地教行法の改正

◎学校運営協議会設置の努力義務化

【改正前】
教育委員会は、・・・その指定する学校の運営に関して協
議する機関として、当該指定学校ごとに、学校運営協議会
を置くことができる。

【改正後】
教育委員会は、・・・学校の運営及び当該運営への必要
な支援に関して協議する機関として、学校運営協議会を置
くように努めなければならない。

これまでの指定制度は廃止
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平成29年3月地教行法の改正

◎5年後の見直し

第5条（学校運営協議会の在り方の検討）

政府は、この法律の施行後五年を目途として、

・・・学校運営協議会の活動の充実及び設置の促進を図る観点
から、学校運営協議会の在り方について検討を加え、

必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置を講
ずるものとする。

令和4年度が5年目

【義務教育諸学校等の体制の充実及び運営の改善を図るための公立義務教育諸学校
の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律等の一部を改正する法律 附則】より
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なぜ、学校運営協議会が導入されたか

○学校と家庭・地域との連携
→制度的な仕組みがあれば、校長、教職員の人事異動があっても、
協力体制が維持できる。

○ＰＴＡ組織、活動内容の改善
→学校の補完的存在（例：役員が決まらない）から、再び、教員と
ともに子供の健全育成を目指す共同体へ。

○安心・安全な学校、地域づくり
→2011年の東日本大震災を念頭に、
登下校、地域活動時の安全対策、
緊急時の避難場所としての学校、
避難所運営、
緊急事態時の学校再開 等

堀井 啓幸 常葉大学教育学部教授（元山梨県立大学人間福祉学部教授）
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コミュニティ・スクール（ＣＳ）設置の経緯①

・学校の運営の在り方に家庭・地域の代表の方が入って、も
う少しよい学校をつくり上げていこうという動きになった。具体
的には、平成１２年に学校評議員制度ができた（学校教育法
施行規則４９条）。

・学校評価の取組と相まって、全国的な広がりを見せたが、
学校評議員の権限はあくまで「意見を述べる」ことにとどまり、
その意見も拘束力を伴わないことから、拡大に伴いその形骸
化も指摘されるようになった。

堀井 啓幸 常葉大学教育学部教授（元山梨県立大学人間福祉学部教授） 南部町立南部中学校での事業記録より

学校評議員制度の形骸化
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コミュニティ・スクール（ＣＳ）設置の経緯②

・学校評議員制度の形骸化に伴い、さらに「社会総掛かり」
で子供を育てていくこと、そして「地域に開かれた学校づく
り」を一層推進するため、平成１６年に学校運営協議会制度
ができた（地方教育行政の組織及び運営に関する法律４７
条５）。

＊ただ、もともと山梨県では学校と家庭、地域の連携がよく、
あえて制度を取り入れることでギスギスしてしまうことの懸念
がある。

学校運営協議会制度の誕生

堀井 啓幸 常葉大学教育学部教授（元山梨県立大学人間福祉学部教授） 南部町立南部中学校での事業記録より
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学校運営協議会（コミュニティ・スクール）と学校評議員の違い
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学校運営協議会（ｺﾐｭﾆﾃｨ・ｽｸｰﾙ） 学校評議員

法令上の根拠 「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」
第47条の５ （努力義務）

「学校教育法施行規則」第49条
（任意設置）

目的 ・保護者や地域住民の方々が一定の権限をもっ
て、学校運営に参画することにより、「目標やビ
ジョン」を共有して、社会総がかりで子供たちの
健全育成や学校運営の改善に取り組む。

・開かれた学校づくりを一層推進していくため、
保護者や地域住民等の意向を反映し、その協
力を得るとともに、学校として説明責任を果た
す。

位置付け ・法律に基づき教育委員会より任命された委員
が、一定の権限と責任を持って、学校運営とその
ために必要な支援について協議する合議体の機
関。

・校長が必要に応じて学校運営に関して、保
護者や地域の方々の意見を聞く。
・合議体ではない。

任命 ・教育委員会が任命
（委員の身分は、非常勤特別職の地方公務員）

・校長が推薦し、設置者が委嘱

主な内容 ・以下の具体的な権限を有する。
①学校運営に関する基本的な方針について承認
する。
②学校運営に関して教育委員会又は校長に意
見を述べることができる。
③教職員の任用に関して教育委員会規則に定
められた範囲において意見を述べることができる。

・学校評議員は、校長の求めに応じて、学校運
営に関する意見を述べる。
・学校評議員に意見を求める事項は、校長が
判断する。

人数 ・教育委員会が定める。 ・校長が定める。

報酬 ・あり ・設置市町村の定めるところによる
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コミュニティ・スクールにすることによるメリット
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文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」より
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なぜコミュニティ・スクールが必要だと感じたのですか？
（『コミュニティ･スクールのつくり方』文部科学省より）

山梨県教育庁義務教育課

Yamanashi   Prefectural  Board  of  Education   Compulsory   Education   Division １1



文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」より１2
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コミュニティ・スクールによる成果認識
令和2年度学校と地域の新たな協働体制の構築のための実証研究報告書より
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山梨県教育庁義務教育課

Yamanashi   Prefectural  Board  of  Education   Compulsory   Education   Division

学校運営協議会の意見によって実現された具体的事項
令和2年度学校と地域の新たな協働体制の構築のための実証研究報告書より
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コミュニティ・スクールにより、学校や地域の課題解決に取り組む①

令和４年度地域とともにある学校づくり推進フォーラム2022兵庫 資料より

１5

【岡山県Ａ市の事例】
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コミュニティ・スクールにより、学校や地域の課題解決に取り組む②

令和４年度地域とともにある学校づくり推進フォーラム2022兵庫 資料より
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【福岡県Ｂ市の事例】
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コミュニティ・スクールにより、学校や地域の課題解決に取り組む③

令和４年度地域とともにある学校づくり推進フォーラム2022兵庫 資料より
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【熊本県の事例】
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学校運営協議会委員の人数・構成

令和2年度学校と地域の新たな協働体制の構築のための実証研究報告書より
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導入自治体数も増加

H３０:５５０⇒Ｒ２:８７９⇒Ｒ４:１２１３
＊山梨県は１６市町村

コミュニティ・スクールの導入校数の推移（全国）

令和４年度現在
全国15,221校（導入率42.9％）
山梨県（小中学校）８０校（導入率３２．７％）

令和４年度コミュニティ・スクール及び地域学校
協働活動実施状況調査より

２0
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＜域内全設置の市町村＞
・昭和町（Ｈ２７全設置） ・中央市（Ｒ２全設置）
・南部町（Ｒ２全設置） ・甲州市（Ｒ２全設置）
・山梨市（Ｒ４全設置） ・上野原市（Ｒ４全設置）
・忍野村（Ｒ４全設置） ・丹波山村（Ｒ４全設置）

山梨県内におけるコミュニティ・スクール導入の様子

着色されている市町村は導入済み

＜域内全設置に向けて取組中またはパイロット校
を設置している市町村＞
・甲府市 ・南アルプス市 ・北杜市 ・富士川町
・甲斐市 ・富士吉田市 ・都留市 ・大月市
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コミュニティ・スクールが未設置の市町村教育委員会の皆様へ

これまで：「置くか」ｏｒ「置かないか」

これから：努力義務化及び附則の規定を踏ま
えて具体的な検討・計画的な推進を
お願いします。

＊山梨県教育委員会もコミュニティ・スクール設置に向けて、伴走
支援していきます。
（導入済みの市町村についても同様に伴走支援をしていきます）

コミュニティ・スクールの設置に向けた検討を進めてください

２2
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甲斐市
教育委員会
(双葉西小)

「運営協議会推進委員会」発足（５回実施）
・既存組織を進化発展させていくことの方
向性を確認
・先進校視察研修（東京都、静岡県等）報告会
・学校運営協議会の構成についての検討
・学校運営協議会規則検討（甲斐市教委）

・「運営協議会推進委員
会」 ４回実施
・学校長自ら地域をまわり、
学校応援団を募り「学校
支援地域会議」発足
・学校運営協議会規則制
定（3.29）

1年目 ２年目

３年目（H24) ４月１日学校運営協議会設置（学校運営協議会規則施行）

昭和町
教育委員会
(押原小)

「運営協議会推進委員会」発足（４回実施）
・関係団体等説明会
・先進校視察（富山県、長野県、神奈川県）
・学校運営協議会規則検討（昭和町教委）
・押原小学校運営協議会要綱の検討
・協議会委員選任に関する検討

２年目（H26) ４月１日規則、要綱施行 ５月１日学校運営協議会設置

※西条小、常永小、押原中、南
部中、田富南小等が押原小を
参考に2年目に設置

学校運営協議会設置までの取組～本県の事例～
文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」にもスケジュールが掲載されています
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既存の仕組みをベースに学校運営協議会制度へ

文部科学省「コミュニティ・スクールのつくり方」より
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コミュニティ・スクールと地域学校協働活動の一体的推進

地域学校協働活動とは？
↓
地域住民等の参画を得て、
・放課後等における学習支援・体
験活動（放課後子供教室）
・授業補助、校内清掃、登下校対
応、部活動補助などの学校におけ
る活動
・地域の防災活動やお祭り等地域
の伝統行事への参画など地域を
活性化させる活動

などを実施

令和４年度地域とともにある学校づくり推進フォーラム2022兵庫 資料より
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◎地域と学校の連携・協働体制構築事業

対象：①コミュニティ・スクールの導入又は導入計画があること

②地域学校協働活動推進員を配置していること

補助率：国１／３ 、 県１／３ 、 市町村１／３

山梨県教育庁義務教育課

Yamanashi   Prefectural  Board  of  Education   Compulsory   Education   Division

コミュニティ・スクール導入に向けた促進事業
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